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国際情勢に応じたビジネス展開地域可能性調査委託業務企画提案指示書 

 

１ 委託事業名 

  国際情勢に応じたビジネス展開地域可能性調査委託業務 

 

２ 業務の目的 

ウクライナ情勢により、これまでロシアとのビジネスに取り組んできた道内企業に大きな

影響が出ており、個々の事業継続はもとより、官民が連携して構築してきたネットワークや

貿易ノウハウ・人材喪失の危機にある。 

こうした影響を緩和し、今後の事業展開に係るリスクを分散するとの観点から、ロシアと

のビジネスに取り組んできた道内企業の他地域展開を支援するため、これまで蓄積した貿易

ノウハウや人材を活かせる地域や分野の展開可能性を調査するとともに、現地関係機関との

ネットワークを構築する。 

 

３ 業務の内容 

(1) 文献調査の実施による調査内容の決定 

文献調査を行い、道内企業の強みやニーズに合致するビジネス展開の可能性がある対象

国・地域やポテンシャルのある分野を決定する。 

なお、業務の実施にあたっては、総合政策部国際局国際課と十分に協議、調整を行うこと。 

ア 対象国・地域 

 ロシア語人材の活用が可能である、域内流通製品の規格承認が共通であるなどロシア

貿易のノウハウを活用可能な国や地域、また、日本との交流に高い関心を示すなど人的

交流の可能性がある国や地域を精査の上、対象国・地域を決定すること。 

イ 対象分野 

     これまで実際に道から輸出を行ってきた分野で、円滑に他地域へ展開可能な分野を選

定すること。また、経済交流だけでなく、人的交流についても調査を行うこと。 

(2) 調査事業の実施 

上記文献調査によって決定した国・地域や分野を対象に現地調査を行い、今後ビジネスを行

う上での有望分野や課題等を洗い出し、次年度以降の展開に向けた基礎資料を作成する。 

ア 訪問先の選定及び調査方法 

  対象分野について専門的な知識や経験を有する関係機関と調整し、現地調査時にヒアリ

ングを行うこと。 

イ 訪問者 

  受託者（専門家を含む）５名程度及び道２名とすること。なお、専門家については、対

象分野の検討後に関連企業等から選定すること。 

ウ 各種手配 

区分 内容 

行程表の作成 移動、訪問先、宿泊等に係る行程表の作成 

旅行の手配 航空券、宿泊先、交通機関の切符、借上車等の手配 

通訳者の手配 対象国・地域で使用される言語に合わせた通訳の手配 

アテンド 移動や訪問先への同行 

行程管理・連絡調整 現地調査に係る行程管理や訪問先との各種連絡調整 

(3) 事業報告の作成及び事業報告会の開催 

  ア 事業実施の結果に関する実績報告を道に提出すること（紙媒体１部、電子媒体１部）。 
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イ 道内の関係機関及び企業等を対象とした事業報告会を開催し、現地調査結果を報告すると

ともに、対象国・地域でのビジネス展開や現地事情に関する情報共有や研修の場とすること。 

 

４ 委託期間 

    契約締結日から令和６年（2024年）３月29日（金）まで 

   

５ 予算上限額（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

  ３，６６４ 千円 

 

６ 業務上の留意事項 

   ・業務内容の詳細については、企画提案の内容を基本として、道と受託者が協議して決定

する。 

   ・本事業は、令和５年北海道議会第二回定例会の議決前であるため、議決結果によっては 

委託業務の内容及び積算上限額について、変更する場合又は事業が中止になる場合がある。 

   その場合は、道と提案者の双方の協議により提案内容の変更又は契約を行わない場合が

ある。 

 

７ 提案方法 

  企画提案指示書に沿った企画提案書を、別紙「国際情勢に応じたビジネス展開地域可能性

調査委託業務企画提案書作成要領」に基づき、Ａ４判縦長で作成し、必要部数を提出すること。 

  企画提案書はコピーが可能な用紙を使用し、丁合後、ホチキスやクロステープなどで綴じ

 ずにダブルクリップ等で留めること。 

 

８ 提出期限 

    令和５年（2023年）７月２８日（金）１５：００（必着） 

 

９ 提出場所 

北海道総合政策部国際局国際課（担当：阿部） 

〒060-8588 札幌市中央区北３条西６丁目 

電話 ０１１－２０４－５０９１（内線２１－２１５） 

 

10 その他 

(1) 企画提案書の作成・提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

(2) 企画提案書の採否は、文書で通知する。 

(3) 期限までに企画提案書の提出がない場合は、「参加表明書」の提出があっても参加の意 

思がないものとみなす。 

(4) 審査に当たっては、企画提案書は匿名とし、別に指示する企画提案者名（Ａ社、Ｂ社等）

により行うものとする。 

(5) 委託契約締結後、新型コロナウイルス感染症などの影響により業務の一部中止や実施方 

法の変更を求める場合がある。 


